（様式１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
令和８年度　静岡県中小企業ＤＸ化支援事業　申込書

公益財団法人静岡県産業振興財団　理事長　殿

                                      企 業 名　：
                                      代表者名　： 
以下の事業主旨を理解・承諾し、様式１_別紙について同意の上、標記事業に申し込みます。
◎事業主旨
本事業は県内中小企業者等（以下、中小企業者）のDX化の推進を図るため、デジタル技術やデータを活用した経営課題の解決に取り組む中小企業者に対し、無料で専門家（DX推進アドバイザー）を派遣して伴走支援を実施するとともに、その取組や支援内容を活用して、今後中小企業者が新たにDX化に取り組むための支援策等の検討・検証を行うものです。
・派遣終了後に本事業の実績報告として、自社の「DX戦略書」とITベンダーへの「提案依頼
書（RFP）」を産業財団にご提出していただきます。（DX推進アドバイザーがご支援します）
・伴走支援には、DX推進アドバイザーのほか、産業財団職員が同行します。
・産業財団が行うアンケート調査や、事例集への掲載等を依頼する場合があります。
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	１ 当社の主要業務

	

	２ 現状の課題（現場の課題および経営の課題を具体的に記入してください）

	○現場の課題
　・

　・

　・


○経営の課題
　・

　・

　・


	

	３あるべき姿（なりたい姿：将来に向けてどのように効率化を図りたいのか など）

	

	４デジタル技術の導入(予定)領域　（該当する項目を選択）　※複数選択可


	□バックオフィス(経理・事務等)　　□ミドル(製造現場等)　　□フロント(営業等)

	５ 現在のDXの取り組み状況（計画の有無、デジタル化の状況など）

	※別紙、DX取組成熟度診断もあわせてご参照ください。

　

	６ 推進体制（DX専任チームの有無・チーム構成等、経営者の関わり方）※今後の想定でも可

	○体制


○経営者の関わり方


	７ 準備可能な予算

	




（様式１_別紙）


反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書


私は、次の１の各号のいずれかに該当し、若しくは２の各号のいずれかに該当する行為をし、又は１に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、貴産業財団への申込みが拒絶され、又は、申込みに基づく決定が取り消されても異議を申しません。
また、これにより損害が生じた場合でも、一切私の責任といたします。

１　貴産業財団との取引に際し、現在、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約いたします。	
(1) 暴力団
(2) 暴力団員等（暴力団員及び暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者をいう。）　
(3) 暴力団準構成員
(4) 暴力団関係企業
(5) 総会屋等
(6) 社会運動等標ぼうゴロ
(7) 特殊知能暴力集団等
(8) 前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者
ア　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること。
イ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められること。
ウ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって前各号に掲げる者を利用したと認められること。
エ　前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められること。
オ　その他前各号に掲げる者と役員又は経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべき関係にあると認められること。

２　自ら又は第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約いたします。
(1) 暴力的な要求行為
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為
(3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
(4) 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて貴財団の信用を棄損し、又は貴産業財団の業務を妨害する行為　
(5) その他前各号に準ずる行為

３　上記に関して不法行為があった場合は法的措置(民事・刑事)を講じられても構いません。
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